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主 文

１ 原判決を取り消す。

２ 被控訴人が控訴人に対してした別紙換地処分目録記載の換地処分のうち，清

算金額を同目録記載の額とする部分を取り消す。

３ 訴訟費用は，１，２審とも被控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

主文と同旨

第２ 事案の概要

１ 本件は，別紙換地処分目録記載１から３までの各「従前の土地 （以下，併」

せて「本件従前地」という ）を所有していた控訴人が，α（β駅西側）土地。

区画整理事業（以下「本件事業」という ）の施行者である被控訴人に対し，。

被控訴人が土地区画整理法に基づいて控訴人に対して行った別紙換地処分目録

記載の換地処分（以下「本件換地処分」という ）のうち，清算金（以下「本。

件清算金」という ）の額を定めた部分について，当該額が固定資産税課税標。

準額（住宅用地につき地方税法３４９条の３の２の特例が適用されたもの）に

基づいて算定されたために過少となっており，その算定が違法であると主張し

て，その取消しを求める事案である。

原審は，本件清算金の算定が固定資産税課税標準額に基づいて行われたこと

に違法な点はなく，その額の決定は適法なものであったとして，控訴人の請求

を棄却した。そこで，控訴人がこれを不服として控訴した。

２ 前提事実（争いのない事実及び掲記の証拠により容易に認められる事実）

次のとおり付加訂正するほか，原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の

概要等」２(1)から(6)まで（同２頁５行目から５頁２０行目まで）記載のとお

りであるから，これを引用する。ただし，原判決２頁１５行目の「同人」から

同１７行目の「本件換地処分通知書」までを「控訴人所有の本件従前地を別紙
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換地処分目録記載１から３までの各「処分後の土地 （以下，併せて「本件換」

地」という ）に換地する本件換地処分を行い，同月２７日，控訴人は，本件。

換地処分に係る換地処分通知書」に，３頁１０行目の「表現される」を「表現

される 」にそれぞれ改める。。

３ 争点

被控訴人が本件清算金の算定を固定資産税課税標準額に基づいて行ったこと

についての違法性の有無

４ 争点に関する当事者の主張

次のとおり付加訂正するほか，原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の

概要等」５の（原告の主張）及び（被告の主張 （同５頁２４行目から９頁２）

６行目まで）記載のとおりであるから，これを引用する。

(1) 原判決５頁２６行目の「行い，評価指数を１個６１円と換算している 」。

を「行っている 」に改める。。

(2) ６頁２６行目の「単価は」を「単価については」に，７頁２行目の「被

告は本件土地 を 被控訴人は 土地 に 同６行目の これにより を こ」 「 ， 」 ， 「 」 「

」 ， 「 ，」れを基準として行った評価による にそれぞれ改め 同９行目の すなわち

の次に「被控訴人は 」を加え，同１０行目の「本件土地」を「土地」に改，

め，同２１行目末尾に改行の上，次を加える。

「 このように，本件清算金の算定において，被控訴人が土地の評価に際して

基準として用いた固定資産税課税標準額は，固定資産税評価額の約３２パー

セントにすぎず，住宅用地に係る固定資産税評価額が地価公示価格又は鑑定

価額の７割を目途として評定されていることからすると，当該土地の時価の

わずか約２２．４パーセントにすぎないことになる 」。

(3) ７頁２３，４行目の「なったが 」を「なったものであるが，本件清算，

」 ， 「 」 「 」 ，金の算定において に ８頁１２行目の 本件処分 を 本件換地処分 に

同１６行目の「取扱いは」を「取扱いは 」にそれぞれ改める。，
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(4) ８頁１８行目の「清算金は」を「清算金は 」に，同２２行目の「なさ，

れる を 行われる に ９頁１５行目の 固定資産税課税標準価格 を 固」 「 」 ， 「 」 「

定資産税課税標準額」にそれぞれ改め，同１８行目末尾に改行の上，次を加

える。

「 また，被控訴人は，本件清算金の算定に当たり，住宅用地の評価について

地方税法３４９条の３の２の特例が適用された固定資産税課税標準額を採用

したが，これは，土地区画整理事業における清算金制度の趣旨に照らせば，

取引価格又は固定資産税評価額よりも当該固定資産税課税標準額の方が，そ

の制度趣旨に適うものであるためである。仮に，取引価格又は固定資産税評

価額を算定の基礎として採用した場合には，清算金を徴収される土地の権利

者はこれを売却しなければ実現することができない価値を負担させられるこ

とになり，また，清算金の交付を受ける土地の権利者は従前の価値を維持し

た上でさらにこれを売却したと同様の利益を受けることとなるが，いずれも

宅地の利用の増進という土地区画整理事業の目的には適わないところであ

る 」。

(5) ９頁２０行目の「清算金の算定の基礎とする」を「本件清算金の算定の

基礎とした」に改め，同２２行目冒頭から同２６行目末尾までを削る。

第３ 当裁判所の判断

１ 当裁判所は，控訴人の本件請求は理由があるものと判断する。その理由は，

以下のとおりである。

２ 土地区画整理法９４条について

土地区画整理法においては，土地区画整理事業（都市計画区域内の土地につ

いて，公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図るため，同法で定めると

ころに従って行われる土地の区画形質の変更及び公共施設の新設又は変更に関

する事業。同法２条１項）を施行する者は，施行地区（土地区画整理事業を施

行する土地の区域。同法２条４項）内の宅地について換地処分を行うため，換
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地計画を定めなければならず（同法８６条１項前段 ，換地計画において換地）

を定める場合においては，換地及び従前の宅地の位置，地積，土質，水利，利

用状況，環境等が照応するように定めなければならず（同法８９条１項 ，換）

地を定めた場合において，不均衡が生ずると認められるときは，従前の宅地の

位置，地積，土質，水利，利用状況，環境等を総合的に考慮して，金銭により

清算するものとし，換地計画においてその額を定めなければならない（同法９

４条前段）とされている。

この土地区画整理法９４条の清算金の制度は，従前の宅地とそれについて定

められた換地との関係につき，換地設計上の技術的理由等から，換地相互間に

不均衡が生ずることが避けられない場合における当該不均衡を是正するための

ものであると解されるところ，換地計画において換地に係る清算金を定めよう

とする場合においては，都道府県又は市町村は，土地の価額を評価しなければ

ならないものとされ，その評価の適正を担保するため，その評価については同

法６５条１項の規定により選任された評価員の意見を聴かなければならないと

されている（同法６５条３項）ことに照らすと，同法においては，当該清算金

の算定は土地の適正な評価額を基準として行うべきものとされていることは明

らかである。

３ 固定資産税課税標準額について

固定資産税は，土地その他の固定資産の有する価値に着目して課税するもの

であって，その課税標準は，原則として固定資産の価格であり（地方税法３４

９条 ３４９条の２ この価格とは 適正な時価をいうものとされている 同， ）， ， （

法３４１条５号 。）

この適正な時価とは，正常な条件の下において成立する取引価格をいうもの

と解されるところ，固定資産の評価は，総務大臣が定める固定資産評価基準に

（ ， ），よって行われることを要するものとされており 同法３８８条 ４０３条１項

固定資産評価基準においては，土地につき売買実例価額を基準として評価する
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方法が採られ，宅地については，地価公示価格及び不動産鑑定士又は不動産鑑

定士補の鑑定評価から求められた価格を基準とし，これらの価格の７割を目途

に評価を行うこととされている（甲１１ 。この評価に基づき決定される固定）

資産税評価額が，原則として固定資産税課税標準額となる。

なお，多くの課税客体を有する固定資産税については，評価事務に係る費用

等の観点から，課税標準額を一定期間据え置くものとすることに合理性がある

ことから，土地及び家屋については，その課税標準額を原則として３年間据え

置くこととされている（同法３４９条１項から３項まで 。）

ところで，固定資産税については，各種の政策的要請に基づく課税上の特例

が設けられており，その一つに，住宅用地に対する課税標準の特例がある。す

なわち，住宅用地に対して課する固定資産税の課税標準は，当該住宅用地に係

る固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１（小規模住宅用地にあって

） （ ）。 ，は６分の１ の額とするものとされている 同法３４９条の３の２ これは

住宅用地について，住宅政策上の観点から，税負担の軽減を図る趣旨で設けら

れている特例であると解されるものであり，固定資産税の税額が課税標準額に

所定の税率を乗ずることによって導かれるものであるところ，上記の住宅用地

に係る特例は，その税額を３分の１（又は６分の１）に減額するため，立法技

術的に，その税率を減ずるという手法ではなく，当該住宅用地に係る課税標準

額を機械的に本来の額の３分の１（又は６分の１）に減ずるという手法を採用

するものであるにすぎず，その特例が適用された課税標準額が当該住宅用地の

「価格 （同法３４１条５号）や適正な評価額を意味することとなるものでは」

ないことは明らかである。

４ 被控訴人が本件清算金の算定を固定資産税課税標準額に基づいて行ったこと

についての違法性の有無について

(1) 以上を踏まえて検討するに，上記のとおり，本件清算金の算定に当たっ

， ，ては 本件事業の施行地区内の従前地及び換地の各宅地価格の評価に際して
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住宅用地につき上記の特例が適用された固定資産税課税標準額が用いられ，

その結果，指数単価が６１円と決定されたものであるところ，被控訴人は，

土地区画整理事業における清算金制度の趣旨，土地区画整理事業の特質等に

かんがみると，清算金を算定するために必要とされる土地の評価は時価又は

取引価格とは当然異なったものとなるべきであり，本件清算金の算定に当た

って固定資産税課税標準額が用いられたことは合理的である旨主張する。

確かに，施行地域内の広大な面積に及ぶ多数の従前地及び換地の双方につ

き同一時点における公平かつ迅速な評価をすることが要請される土地区画整

理事業の特質にかんがみれば，一般に，その清算金の算定に当たってその評

価につき固定資産税課税標準額を用いることは，許容され得るものと解され

る。しかしながら，それは，上記のとおり固定資産税の課税標準が原則とし

て当該固定資産の適正な時価である「価格」とされているが故であり，具体

的な固定資産税課税標準額が当該固定資産の適正な評価額を表していないこ

とが明らかである場合において，当該固定資産税課税標準額を用いることが

， 。 ，許されないことは 上記の清算金制度の趣旨に照らして自明である そして

本件清算金の算定の基礎に用いられた固定資産税課税標準額は住宅用地につ

きその特例が適用されたものであり，それが当該住宅用地の評価額を意味す

るものでないことは上記のとおりであって，当該固定資産税課税標準額を用

いて行われた本件清算金の算定は，土地区画整理法９４条に違反するもので

あることが明らかであるといわなければならない。

(2) また，証拠（甲４，８）及び弁論の全趣旨を総合すれば，被控訴人は本

件事業につき施行規程及び「土地評価基準 （甲４）を定めており，当該施」

行規程においては，従前の宅地及び換地の評定価額は施行者がその位置，地

積，区画，土質，水利，利用状況，環境，固定資産税の課税標準等を考慮し

評価員の意見を聴いて定めると規定され 「土地評価基準」においては，従，

前の宅地及び換地の評価方法につき路線価式評価方法を採用することとした
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上 「指数１個当たりの単価は，鑑定評価額及び固定資産税課税標準価額，，

売買実例等を考慮して評価員の意見を聞いて定める （第１０条）と規定。」

されていることが認められるが，それらの規定における固定資産税の課税標

準又は「固定資産税課税標準価額」とは，上記の清算金制度の趣旨にかんが

みれば 「固定資産税の課税標準となるべき価格 （地方税法３４９条の３， 」

）， ，の２ すなわち固定資産税評価額を指すものと解するのが合理的であって

それらの規定の存在をもって，住宅用地につきその特例が適用された固定資

産税課税標準額を用いた本件清算金の算定を適法なものと評価することはで

きないものというべきである。

(3) さらに，被控訴人は，土地区画整理事業における清算金の制度趣旨に照

らせば，取引価格又は固定資産税評価額を用いるよりも住宅用地につきその

特例が適用された固定資産税課税標準額を用いる方が，その制度趣旨に適う

旨主張するところ，その趣旨は，要するに，清算金額が多額になることが宅

地の利用の増進という土地区画整理事業の目的には適わないとするものであ

る。

この点について，上記認定事実に弁論の全趣旨を総合すれば，本件事業に

おける清算は従前地の評価相当分を確保した上での換地相互間の不均衡の是

正を目的とするものであり，清算金の徴収対象者が３９０名，交付対象者が

２９３名であること，仮に固定資産税評価額を基礎として清算金の算定を行

ったとすると，指数単価は１８９円となり，徴収対象者からの各徴収金額及

び交付対象者への各交付金額はそれぞれ約３倍の額となるべきであることが

認められるが，土地区画整理法が換地相互間に生ずる不均衡を清算金をもっ

て是正することを義務付け，かつ，当該清算金の算定は土地の適正な評価額

を基準として行うべきこととしていること，及び住宅用地に係る特例が適用

された固定資産税課税標準額を当該住宅用地の適正な評価額とみることがで

きないことは上記のとおりであり，被控訴人の主張は，同法が是正されるべ
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きものとしている不均衡の是正を約３分の１の程度にとどめることを正当化

せんとするものであって，およそ採用することができない。

５ 以上のとおり，本件清算金の算定は土地区画整理法９４条に違反するもので

あるから，本件換地処分のうち，清算金額を別紙換地処分目録記載の額とする

部分は，その取消しを免れないというべきである。

６ よって，控訴人の請求を棄却した原判決は不当であって，本件控訴は理由が

あり，控訴人の請求を認容すべきであるから，主文のとおり判断する。

東京高等裁判所第７民事部

裁判長裁判官 大 谷 禎 男

裁判官 相 澤 哲

裁判官 吉 村 真 幸
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（別 紙）

換 地 処 分 目 録

事 業 名 草加都市計画事業α（β駅西側）土地区画整理事業

処 分 日 平成１７年３月１５日

処分対象地及び清算金額

１ 従前の土地 α ×番１ 宅地 ７６．０３㎡

処分後の土地 同 ×番２ 宅地 ６９．０９㎡

清 算 金 額 １３万５２４４円の交付

２ 従前の土地 α ×番２ 宅地２４７．９３㎡

処分後の土地 同 ×番３ 宅地２２６．０９㎡

清 算 金 額 ３９万０９１７円の交付

３ 従前の土地 α ×番 宅地１８１．８１㎡

処分後の土地 同 ×番１ 宅地１６６．０９㎡

清 算 金 額 ２６万７９４２円の交付
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（原裁判等の表示）

主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 草加市長が原告に対してなした別紙換地処分目録記載の換地処分のうち清算

金額を同目録記載の額と定める部分を取り消す。

２ 訴訟費用は被告の負担とする。

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は，別紙換地処分目録１，２及び３記載の従前の土地（本件従前地）を

所有していた原告が，α（β駅西側）土地区画整理事業（本件事業）の施行者

である被告に対し，被告が土地区画整理法に基づいて原告に対して行った換地

処分（本件換地処分）のうち，被告が定めた清算金（本件清算金）の額が過少

であり，違法であると主張して，換地処分のうち清算金の額を定めた部分の取

り消しを求めた事案である。

２ 争いのない事実等（証拠により容易に認められる事実は，かっこ内に証拠を

示す ）。

(1) 当事者

ア 原告は，本件換地処分当時，本件従前地を所有していた者である。

イ 被告は，土地区画整理法に基づき，本件事業を施行する者である。

(2) 本件事業

本件事業は，Ｐ１線β駅西側の約３４万平方メートルの区域において，街

路，広場，公園，緑地等の整備を行うことを目的として，昭和４３年５月１

０日の都市計画決定（公告）及び昭和５０年３月１５日の事業計画決定（公
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告）に基づいて施行されたものである。

(3) 本件換地処分

被告は，平成１７年３月１５日，原告に対し，土地区画整理法１０３条１

項に基づき，同人所有の本件従前地を別紙換地処分目録１，２及び３記載の

換地処分後の土地（本件換地）に換地する処分（本件換地処分）を行い，同

月２７日，原告は本件換地処分通知書を受領した。被告は，本件換地処分に

おいて，原告に対し，別紙換地処分目録記載のとおり本件清算金を交付する

旨定めた。

(4) 本件清算金の算定方式

被告は，本件換地処分に伴う清算金を，いわゆる比例清算方式により，以

下のとおり算定した。

ここで，比例清算方式とは，土地区画整理事業施行前と施行後との宅地価

格の総額が同額とならない場合において，その差額相当額を従前の各筆宅地

価格に比例配分し，整理前と整理後との宅地総価格を同額として各筆の清算

金を定める方法である。この方法は，事業施行地区内における換地について

の宅地価格の総額と従前地についての宅地価格の総額とを比較し，前者の後

者に対する比（比例率）を求め，これを従前地の評価額に乗じて標準指数を

求め，これと当該換地の評価額とを比較するものであり，このことにより，

各従前地の同一区画整理事業地区内における土地価格の増進変動の有無及び

， 。その程度 範囲を客観的に数値としてとらえることが可能となるものである

なお，算定の際に必要となる土地価額の評価においては，各街路に付され

た路線価を基礎としてこれを各土地の形状等に応じて修正するという方法が

用いられた。この路線価は，実務上「点数」あるいは「個数」として表現さ

れる（通常，区画整理事業地内の従前の最高路線価を１０００個としたうえ

で，各街路の路線価はこの最高地点との相対比として表現される 。）

【比例算定方式による算定方法】
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清算金額＝｛a×比例率－ｂ｝×指数単価

a ：個々の宅地の整理前評定指数

比例率：整理後の宅地の評定額の合計／整理前の宅地の評定額の合計

b ：個々の宅地の整理後評定指数

a×比例率＜ｂ ・・・ 清算金の徴収となる

a×比例率＞ｂ ・・・ 清算金の交付となる

a×比例率を標準指数という。

【本件清算金の算定】

本件従前地の１平方メートル当たりの路線価：９２９個

本件従前地の面積：５０５．７７平方メートル

本件従前地の評定指数(a)：

（路線価９２９個／平方メートル）×５０５．７７平方メートル

＝４６万９８６０個

本件事業施行地区内の換地の宅地価格の総額

＝１４６億１７５２万９９７９円

本件事業施行地区内の従前地の宅地価格の総額

＝１３９億７８０９万２４７７円

比例率：１４６億１７５２万９９７９円／１３９億７８０９万２４７７円

＝１．０４５７４５６９

標準指数（a×比例率 ：４６万９８６０個×１．０４５７４５６９）

＝４９万１３５３個

本件換地の１平方メートル当たりの路線価：１０３７個

本件換地の面積：４６１．２７平方メートル

本件換地の評定指数（b)：

（路線価１０３７個／平方メートル）×４６１．２７平方メートル

＝４７万８３３６個
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指数単価：６１円

清算金額： ４９万１３５３個－４７万８３３６個）×６１円（

＝７９万４０３７円

なお，本件清算金の額は合計７９万４１０３円であり，上記計算による清

算金額との間に差が生じているが，これは，便宜上本件換地をまとめて計算

したためである。

（甲３の２）

(5) 指数単価の算定方法

被告は，本件清算金の算定において，本件事業の施行地区内３０か所につ

いて平成１５年度の固定資産税課税標準額を調査し，土地の面積，土地の評

価指数及び土地評価額の合計を求めたうえ，以下の計算方法により指数単価

を６１円と算定した。

Ａ：整理後の宅地価格

＝平成１５年度における本地区内３０地点の固定資産税課税標準額の合

計

＝４億６０９７万５７３３円

Ｂ：本地区内３０地点の評価指数の合計

＝７５８万０３７７個

Ｓ：本地区内３０地点の対象面積の合計

＝評価面積（仮換地面積）７９８４平方メートル

又は換地面積（出来形面積）７９８４．２４平方メートル

Ａ／Ｓ（評価面積 ：）

＝４億６０９７万５７３３円／７９８４平方メートル

＝５万７７３７．４４円／平方メートル

Ｂ／Ｓ（換地面積 ：）

＝７５８万０３７７個／７９８４．２４平方メートル
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＝９４９．４２個／平方メートル

評価指数１個の単価：５万７７３７．４４円／９４９．４２個

＝６１円

（甲３の２）

(6) 本件訴訟提起に至る経緯

原告は，平成１７年４月２８日，本件換地処分に対して審査請求を行った

が，埼玉県知事は，平成１９年３月３０日，原告の審査請求を棄却する旨の

裁決を行い，同裁決は同年４月２日に原告に送達された。

原告は，平成１９年９月１２日，本件訴えを提起した。

４ 争点

清算金を固定資産税課税標準額に基づいて算定することの違法性

５ 争点に関する当事者の主張

（原告の主張）

本件清算金の算定において，被告は，整理前後の宅地価格の評価を固定資

産税課税標準額に基づいて行い，評価指数を１個６１円と換算している。し

かし，固定資産税課税標準額を基準として清算金の算定をすることは，以下

の理由により違法である。

ア 土地区画整理法９４条違反

土地区画整理法９４条は，換地処分において換地の結果不均衡が生じる

場合には金銭により清算する旨を定めているところ，同条の趣旨は，同法

に基づいて強制的に進められる土地区画整理事業において生じた事業地内

の権利者相互間の不均衡を是正するところにある。そして，土地の価額を

著しく下回る額により算定した清算金を交付しても，権利者相互間の不均

衡は是正されないから，清算金の算定に当たっては，土地の価額を基準と

すべきである。このことは，同法６５条３項が清算金を定めるに当たり，

土地等の「価額を評価しなければならない」とし，その際には評価員（土



- 15 -

地又は建築物の評価について経験を有するもの）の「意見を聞かなければ

ならない」と定めていることからも明らかであるといえる。

もっとも 「土地の価額」といってもその価額を定めることは必ずしも，

容易ではなく，土地区画整理事業において大量の不動産を一度に評価する

必要があることに照らせば，事業者が個々の物件について土地価額を定め

る方法をとらずに土地価額を表象する何らかの公的価額に依拠しつつ土地

価額を決めることは許容されるというべきである。

ただし，その場合であっても基準として採用すべきは土地価額を示す評

価額でなければならないことは明らかであり，公示価額批准額，路線価額

（相続税 ，固定資産税評価額などがこれにあたる。そして，土地の取引）

価額を示すこれらの価額が存在する場合に，それらをあえて排した上で，

公的評価額の水準と全くかけ離れた水準の基準を採用することは許される

ものではない。被告は自ら定めた土地評価基準（甲４）においても 「適，

正な土地の評価」をすることを目的とした諸規定を定めているが，そこで

は指数１個あたりの単価は固定資産税課税標準額だけでなく鑑定評価額及

び売買実例等を考慮することが要求されている（同基準１０条 。）

本件清算金の算定において，被告は本件土地の評価に際して固定資産税

課税標準額を基準として，評価指数を１個６１円と換算している。しかし

ながら，固定資産税課税標準額は，固定資産税の税額を各種の政策上の観

， （ ）点から統制する目的で設けられた基準額であって 土地の価額 取引価額

とは明らかに異なる意味を持つ数値であり，これにより土地の評価額は，

著しく時価と乖離するものとなり，さらに以下のように公的な評価額と比

較しても不当に低廉な額になってしまう。

すなわち，固定資産税課税標準額に基づき，評価指数を１個６１円と換

算しているが，これは，被告が本件土地の評価額を１平方メートルあたり

６万３２５７円と評価したことを意味している（６万３２５７円＝従前地
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の指数１０３７個×６１円 。）

しかしながら，平成１５年度公示価額比準額によれば，１平方メートル

あたりの評価額は２７万３４２８円となる（近隣の地価公示地「γ－×」

に比準したもの。平成１５年度公示価額４３万５０００円に公示地と本件

土地との路線価比（２２０／３５０）による地点修正を加えて算出。本件

土地の路線価は，東西及び南北の両道路の路線価の平均を用いた 。ま。）

た，平成１５年度路線価（相続税）によれば，１平方メートルあたりの評

価額は２２万円（東西及び南北の両道路の路線価の平均 ）となり，平成。

１５年度固定資産税評価額によれば，１平方メートルあたりの評価額は２

２万９０００円となる。

以上より，本件清算金は，被告がその算定に当たって，固定資産税課税

標準額を基準として土地の評価を行ったため，不当に低廉な価格になった

が，固定資産税課税標準額を基準とすることは，土地区画整理法が清算を

義務付けた趣旨に反し，同法９４条に反するものである。

なお，本件清算金の額が時価と乖離しているのは，区画整理事業の技術

的な制約を反映したものと評価することはできない。

イ 必要事項を考慮しなかった違法

（ ） ， ，被告は前記のとおり自ら土地評価基準 甲４ を定めており 同基準は

「適正な土地の評価」をするために，指数あたりの単価の算定において，

固定資産税課税標準額だけでなく鑑定評価額及び売買実例等を考慮するこ

とを要求している（同基準１０条 。）

本件清算金の算定に当たって，被告は，固定資産税課税標準額を基準と

して用いるのみであり上記規定により考慮すべきとされる土地の価額を考

慮に入れていない。

この点においても，被告の本件処分は違法であるといえる。

ウ 憲法１４条違反
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本件処分のように時価を著しく下回る尺度を用いて清算金を算定した場

合には，事業において標準以上の利益をたまたま手にした者はそうでない

者の犠牲の上に故なく利益を得ることになり，これは区画整理事業者たる

行政機関がこうした不合理をあえて是正することなく放置することを意味

。 。する かかる合理的な理由のない不平等な取扱いは憲法１４条に違反する

（被告の主張）

土地区画整理事業における清算金は事業の施行による宅地の利用増進とい

う事業効果を当該施行地区内の宅地等の権利者に配分した場合に生ずる不均

衡を是正するためのもの，つまり利用価値の不均衡を是正するためのもので

ある。また，上記是正が宅地の権利者相互間における金銭の授受という方法

によりなされるものであり，さらに広大な面積に亘る多数の従前の宅地及び

換地の双方について，同一時点において公平かつ迅速に評価を行うことが要

請されるものであることなど，土地区画整理事業の特質等に鑑みると，清算

金を算定するために必要とされる土地の評価は，時価ないし取引価格とは当

然異なったものとなる。

上記特質を考慮すれば，事業の施行者は，清算金の算定に際して，清算金

の趣旨に沿う清算金の額を合理的に算定できるような統一された方法を採用

すれば足りるものといえる。

本件において，被告は，権利者別清算金の徴収・交付額の分布の検証や固

定資産税評価額を基礎とした場合の清算金額との比較検討を行ったうえ，施

行地区内の権利者の相当数の理解が得られ，かつ，事業の円滑な終了が見込

める清算金算定の基礎として合理的な固定資産税課税標準額を選定し，評価

員及び審議会への諮問を経て，評価指数１個あたりの額を６１円に決定して

いるのであるから，何ら違法はない。

加えて，清算金が前述のように，事業の施行による事業効果の配分の不均

衡を是正するためのものであることからすれば，その清算金の算定に際して
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土地の評価をするに当たっては，土地の持つ収益性の観点からの，換言すれ

ば，継続的に土地を使用収益することを基礎として生ずる価値を表す評価を

基準とすべきである。このような観点からの評価として最も代表的な公的評

価は，固定資産税課税標準価格である。すなわち，固定資産税は，収益的財

産税であって，その課税客体たる固定資産とは，使用収益するところに財産

的価値が見出されるものであり，その課税標準は収益価格としての評価であ

るとされている。

以上より，固定資産税課税標準額を基準として清算金を算定することは，

むしろ適切な方法といえ，被告がこれをもって清算金の算定の基礎とするこ

とには何ら違法はない。

また，原告は，仮換地指定処分及び使用収益通知がなされた後の，平成６

年３月２３日及び同年７月６日の売買により本件従前地の所有権を取得して

いる。原告は，仮換地指定がなされ，かつ公共施設整備が終了して使用収益

ができることとなった本件換地を確認した上で売買により取得したものであ

， 。るから 本件清算金の多寡によって不測の損害を被る立場にある者ではない

第３ 争点に対する判断

１ 清算金を固定資産税課税標準額に基づいて算定することの違法性について

(1) 土地区画整理法９４条違反の有無

土地区画整理は，都市計画区域内の土地について，公共施設の整備改善及

び宅地の利用の増進を図り，健全な市街化の造成を図ることを目的として，

土地の区画形質の変更及び公共施設の新設又は変更に関する工事をするもの

であり（土地区画整理法１条，２条１項 ，土地区画整理事業において，施）

行地区内の宅地に換地を交付する場合には，従前地と換地が照応するように

（ ）。 ， ，定めなければならないとされている 同法８９条１項 しかし 現実には

公益上の必要及び換地設計上の技術的理由から，換地相互間に若干の不均衡

が生ずることは避けられない。この不均衡を金銭でもって是正しようとする
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のが清算金の制度であると解される。

なお，換地不交付や強減歩の場合のように，換地照応の原則の適用がない

場合の金銭の交付徴収については，不均衡是正をするという清算金の特質に

なじまないから，損失補償的な性格を有するものと解すべきである。

本件換地処分は，前記争いのない事実等によれば，上記換地照応の原則の

適用がない場合に当たらないから，本件清算金の趣旨は，換地相互間の不均

衡を是正するものであり，しかも本件清算金は，上記争いのない事実等に認

定したとおり区画整理前の評価額相当分を確保した後の増加分の不均衡の是

正を目的とするものである。

ところで，清算金の算定に当たっては，土地の評価をする必要があるが，

この土地評価は施行地区内の広範な土地について公平かつ迅速に行う必要が

ある。また，土地区画整理事業を円滑に遂行するためには，施行地区内の権

利者の多数の納得を得られるよう配慮する必要性も存在する。

清算金の趣旨が，前記のように換地相互間の不均衡を是正する点にあるこ

と，区画整理における土地評価に当たっては上記のような点を考慮する必要

性があることに鑑みれば，土地の評価は必ずしも取引価格を前提とする価額

である必要はなく，土地区画整理事業の施行に適合した合理的な評価方法に

よれば足りると解すべきである。土地区画整理法９４条もこれを許容する趣

旨であると解すべきである。

他方，固定資産税課税標準額は 「適正な時価」とされているところ（地，

方税法３４１条５項 ，この額は，固定資産税が収益的財産税であることを）

前提に，担税力等の政策的な配慮等から，交換価値を前提として得られた固

定資産税評価額をもとにして，これに一定の数を乗じたり，又は前年度の課

税標準に負担調整率を乗じるなどして求められるものである。

そこで，本件清算金の算定にあたって，固定資産税課税標準額をもって算

定することが上記土地区画整理法９４条に違反するものであるかについて検
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討する。本件清算金は，上記のとおり土地区画整理事業の結果増加した，宅

地の利用増進という事業効果の配分における不均衡を是正することを目的と

しているのであるから，その基礎となる土地の評価を行うにあたっては，使

用収益することによって生ずる価値に着目して評価を行うことが相当であ

り，そうであれば，収益的財産税としての固定資産税課税標準額を用いて算

定することは相当というべきである。また，上記のような必要性が認められ

ることに鑑みれば，固定資産税課税標準額を，本件清算金算定の際の土地評

価の基準とすることは合理的なものであるということができる。そして，本

件清算金の算定にあたり採用された固定資産税課税標準額自体に不合理な点

はない。

したがって，被告が固定資産税課税標準額に基づいて本件清算金の算定を

行ったことが法９４条に違反するということはできない。

なお，原告は，公示価額，路線価額（相続税 ，固定資産税評価額など，）

土地の取引価額を示す価額が存在する場合に，それらをあえて排した上で，

公的評価額の水準と全くかけ離れた水準の基準を採用することは許されない

と主張するが，合理的と認められる基準のうち，いかなる基準を採用するか

については，区画整理事業の施行者が円滑な事業遂行のために施行地区内の

権利者の納得という点等も勘案して定めるべき裁量事項であり，また上記の

とおり，本件清算金の額の算定の基礎となる土地の評価については，収益的

財産税である固定資産税課税標準額を採用したことが相当であることに照ら

， ， 。すと その裁量を逸脱したということはできず 原告の主張には理由がない

また，原告は，固定資産課税課税標準額が，固定資産税評価額（いわゆる

７割評価により求められた価額）につき，さらに政策的考慮により低額に抑

えた金額であることから，交換価値から乖離しており本件清算金の算定にあ

たって用いられるべきではない旨主張するが，本件清算金は，その趣旨目的

に照らすと，必ずしも交換価値相当の価値の回復を図るものではないのであ
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るから，交換価値との乖離があったとしてもやむを得ないのであり，また本

件における乖離の程度をもって本件清算金の趣旨目的を没却するものともい

えない。

(2) 必要事項を考慮しなかった違法の有無

前記のとおり，固定資産税課税標準額を採用したことは相当であり，他の

事項を考慮しない違法はなく，この点の原告の主張にも理由がない。

なお，原告の指摘する土地評価基準の１０条（甲４）においては 「指数，

１個当たりの単価は，鑑定評価額及び固定資産税課税標準額，売買実例等を

考慮して評価員の意見を聞いて定める 」と規定されているが，この規定か。

， ， ，ら 鑑定評価額や売買実例による価額を 清算金の算定の際に考慮したうえ

さらにこれを清算金に反映させることが必要であるとまで解することはでき

ない。

そうすると，上記評価員の意見を聞く手続を欠くと認めるべき証拠のない

本件においては，上記規程に反する判断がなされたということもできない。

(3) 憲法１４条違反の有無について

前述のとおり，清算金算定に当たり，固定資産税課税標準額を基準とする

ことは合理的であるといえるから，この点に関する原告の主張にも理由がな

い。

２ 結論

以上のとおり，本件清算金の額の決定は適法であり，原告の請求には理由が

ないから棄却することとし，主文のとおり判決する。

さいたま地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 遠 山 廣 直
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裁判官 八 木 貴 美 子

裁判官 辻 山 千 絵


